
概要

条例制定の背景（社会経済情勢の変化）と必要性（防災に取り組む
基本理念の共有）

第１ 目的
基本理念を定め、役割・責務を明らかにし、あらゆる主体の力を集
めて、安全で安心な社会づくりを進める。

第２ 定義 用語（自助、互助、共助、公助等）を定義

第３ 基本理念

・「事前防災」、「減災」、「事前復興」を基本とすること
・人命保護の優先、基本的人権の尊重、多様な主体の視点を踏まえ
ること
・多様な主体が相互に連携し、協働すること
・ボランティア及び支援団体等の支援を積極的に活用すること
・県民が防災を学び、とるべき行動に習熟し、次代の県民に知識と
経験を伝承する機会を確保すること
・全ての被災者の生活再建を図ること
・複合災害及び感染症流行時等の厳しい条件での災害の発生は起こ
り得ると認識すること

県民の防災行動目標を設定し、実現するための取組を行うことを規
定。
「災害を知る」
⇒災害発生の危険性、必要な備え、とるべき行動を理解すること
「災害に備える」
⇒災害の種類に合わせてとるべき行動を時系列で整理（マイ・タイ
ムライン等の行動計画の作成）、とるべき行動に習熟すること
「災害に対応する」
⇒災害情報を収集し、危険を回避しつつ、安全を確保するための行
動をとること
「被災後の地域社会を再生する」
⇒被災後の地域社会の再生に協力すること

県民の防災行動目標を実現するための取組を他の主体が相互に連携
して推進

第５
自主防災組織等の
役割

地域の安全を確保するため、防災対策に積極的に取り組む。

第６ 事業者等の役割
自らが果たしている社会的役割に鑑み、防災対策に積極的に取り組
む。

第７ 市町村の役割 関係者と連携して防災対策を推進

第８ 県の責務 関係者と連携して防災対策を総合的に推進

災害時に「チームにいがた」として円滑に活動できるよう、応援・
受援体制を整備

被災市町村はためらわずに応援を要求

「チームにいがた」として全力を挙げて応援に取り組む。

防災に関する意識の高揚を図るため、「防災に関する行動指針」を
作成

「防災に関する行動指針」に係る取組状況を県防災会議に報告、公
表

過去の災害から得られた教訓を次代の県民に伝承、広く発信し、社
会的な資産として共有

県外の被災地域を支援、自らの防災力も高める。

項目

第４

第９

第10

第11

県民の役割及び防
災行動目標の実現

県及び市町村の相
互応援の体制

防災に関する行動
指針

教訓の発信

背景・趣旨
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